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60501-60600 第１ 制度の概要等 

60501-60520 １ 制度の概要 

60501 (1) 給付の種類及び受給資格  

イ 育児時短就業給付として、育児時短就業給付金を支給する。 

ロ 被保険者（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く。以下同じ。）が、２歳に満たない子

を養育するために所定労働時間を短縮することによる就業（以下「育児時短就業」という。詳細は 60503

参照。）をした場合であって、当該育児時短就業（同一の子について２回以上の育児時短就業をした場

合は、初回の育児時短就業をいう。以下「初回育児時短就業」という。）を開始した日前の２年間にみな

し被保険者期間（詳細は 60623 参照。）が通算して 12 か月以上あるとき、又は当該育児時短就業に係る

子について育児休業給付（育児休業給付金又は出生時育児休業給付金をいう。以下同じ。）の支給を受

けていた場合であって、当該育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き初回育児時短就業をしたと

き（詳細は 60504 参照。）に育児時短就業給付金の受給資格者となる。（法第 61 条の 12 第１項） 

60502 (2) 対象となる子  

イ 育児時短就業給付金の支給に係る子とは、法律上の親子関係に基づく子をいい、養子を含む。 

また、特別養子縁組を成立させるための監護を受けている者、養子縁組によって養親となることを希

望している者（以下「養子縁組里親」という。）及びその他これらに準ずる者として厚生労働省令で定

める者（児童相談所において養子縁組を希望する里親に委託しようとしたが、実親の同意が得られなか

ったため養育里親とされている者。以下「養育里親」という。）に委託されている者についても、法律上

の親子関係に基づく子に準じて取り扱うこと。（法第 61 条の７第１項、則第 101 条の 23、則第 101 条

の 24） 

60503 (3) 対象となる育児時短就業  

イ 育児時短就業給付金における育児時短就業とは、２歳に満たない子を養育するために被保険者からの

申出（その初日及び末日とする日を明らかにしてするものをいう。）に基づき、事業主が講じた１週間

当たりの所定労働時間を短縮する措置をいう（１週間当たりの所定労働日数を変更した結果、１週間当

たりの所定労働時間が短縮される場合を含む。）。 

ロ 次のいずれかに該当する期間は育児時短就業給付金の対象とならない。（則第 101 条の 43） 

(ｲ) 子の死亡その他の被保険者が育児時短就業の申出に係る子を養育しないこととなった事由として

公共職業安定所長が認める事由が生じた日後の期間 

(ﾛ) 育児時短就業の申出に係る子が２歳に達した日後の期間 

(ﾊ) 被保険者について、産前産後休業期間、育児休業期間又は介護休業期間が始まった日以後の期間 

(ﾆ) 被保険者について、他の子を養育するための育児時短就業期間が始まった日以後の期間 

ハ ロ(ｲ)の「公共職業安定所長が認める事由」については、次のとおりとする。 

(ｲ) 育児時短就業の申出に係る子の死亡 

(ﾛ) 育児時短就業の申出に係る子の離縁又は養子縁組の取消（子が養子の場合） 

(ﾊ) 育児時短就業の申出に係る子が他の者の養子となったことその他の事情により当該子と同居しな

いこととなったこと 

(ﾆ) 被保険者が民法（明治 29 年法律第 89 号）第 817 条の２第１項に規定する特別養子縁組の成立につ

いて請求した家事審判事件が、特別養子縁組の成立の審判が確定することなく終了したこと 

(ﾎ) 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 27 条第１項第３号の規定によりなされた同法第６条の４

第 2 号に規定する養子縁組里親である被保険者への委託の措置が解除されたこと 
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(ﾍ) 被保険者の疾病、負傷又は身体上若しくは精神上の障害により、育児時短就業の申出に係る子が２

歳に達するまでの間、当該子を養育することができない状態になったこと 

ニ 上記のほか、各種の労働時間に関する制度の適用を受ける被保険者についての育児時短就業の取扱い

は以下のとおり。 

(ｲ) 被保険者が労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）第 67 条に規定する育児時間を請求して就業を行

っていない時間がある場合は、育児時間を利用した就業を育児時短就業として取り扱う。 

(ﾛ) 被保険者が労働基準法第 32 条の３に規定するフレックスタイム制（以下「フレックスタイム制」

という。）の適用を受けている場合であって、清算期間における総労働時間を短縮して就業するとき

は、清算期間における就業を育児時短就業として取り扱うが、清算期間における総労働時間を短縮せ

ずに、フレキシブルタイムの一部又は全部の勤務を行わない（実質的に時短就業を行う）ことで、清

算期間ごとに欠勤控除を受けるときは、清算期間における就業を育児時短就業として取り扱わない。 

被保険者が労働基準法第 32 条の２、同法第 32 条の４又は同法第 32 条の５に規定する変形労働時

間制（以下「変形労働時間制」という。）の適用を受けている場合であって、対象期間の総労働時間を

短縮して就業するときは、対象期間における就業を育児時短就業として取り扱うが、対象期間の総労

働時間を短縮しないときの対象期間中の 1 週間の平均労働時間を下回る期間（いわゆる閑散期）の就

業は育児時短就業として取り扱わない。 

被保険者が労働基準法第 38 条の３又は同法第 38 条の４に規定する裁量労働制（以下「裁量労働

制」という。）の適用を受けている場合であって、みなし労働時間を短縮して就業するときは、短縮

後のみなし労働時間が適用される就業を育児時短就業として取り扱う。 

(ﾊ) 労働契約の締結時点では労働日や労働時間を確定的に定めず、一定期間ごとに作成される勤務割や

勤務シフトなどにおいて初めて具体的な労働日や労働時間が確定するような形態（以下「シフト制」

という。）で就労する被保険者が子を養育するために労働日や労働時間を短縮する場合は、短縮後の

シフトが適用される就業を育児時短就業として取り扱う。 

(ﾆ) 被保険者が子を養育するために短時間正社員、パートタイム労働者等に転換、転職したことに伴い、

１週間あたりの所定労働時間が短縮されている場合は、転換、転職後の就業を育児時短就業として取

り扱う。 

ホ 労働協約の締結や就業規則の変更等により、事業所における被保険者に適用される所定労働時間が一

律に短縮された場合は、当該短縮後の就業を育児時短就業として取り扱わない。 

60504 (4) 育児休業終了後に引き続き育児時短就業をした場合  

イ 被保険者が育児休業給付の支給を受けていた場合であって、当該育児休業給付に係る育児休業終了後

に引き続き同一の子について初回育児時短就業をしたときは、育児時短就業給付金について、みなし被

保険者期間の確認を要さず、みなし被保険者期間の要件を満たすものと取り扱う。また、育児時短就業

開始時賃金日額（60507 ロ参照。）の算定を要さず、当該子に係る育児休業開始時賃金日額を育児時短就

業開始時賃金日額として取り扱う。 

ロ 「育児休業終了後に引き続き初回育児時短就業をした場合」とは、育児休業期間の末日の翌日が初回

育児時短就業を開始した日である場合のほか、育児休業期間の末日の翌日から起算して育児時短就業を

開始した日の前日までの期間が 14 日以内の場合をいう。 

60505 (5) 支給対象期間  

イ 育児時短就業給付金は、育児時短就業を開始した日の属する月から育児時短就業を終了した日の属す

る月までの期間内にある暦月（以下「支給対象月」という。）を対象に支給する。（法第 61 条の 12 第５
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項） 

ロ ただし、育児時短就業を終了した日の属する月に他の子に係る育児時短就業を開始した日が属する場

合、当該月は、終了した育児時短就業の支給対象月とせず、新たに開始した他の子に係る育児時短就業

の支給対象月として取り扱う。 

ハ 育児休業給付金と異なり、出産した被保険者が産後６週間を経過した場合であって、当該被保険者の

請求により、８週間を経過する前に産後休業を終了して育児時短就業を行うときは、当該育児時短就業

を開始した日の属する月から支給対象月となるので留意すること。 

また、男性が育児時短就業を行う場合であって、配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下第１、第２において同じ。）の出産予定日又は育児時短就業に係

る子の出生日のいずれか早い日前から育児時短就業を開始しているときは、配偶者の出産予定日又は育

児時短就業に係る子の出生日のいずれか早い日の属する月から支給対象月とする。 

60506 (6) 支給対象月における支給要件  

イ 育児時短就業給付金は、各支給対象月において、次のいずれにも該当する場合に支給する。（法第 61

条の 12 第５項、第 10 項） 

(ｲ) 支給対象月において、月の初日から末日まで引き続いて被保険者であること 

(ﾛ) 介護休業給付金又は育児休業給付若しくは出生後休業支援給付の支給の対象となる休業を、月の初

日から末日まで引き続いて取得していないこと（他の給付との関係について 60509 参照。） 

(ﾊ) 支給対象月に支払われた賃金額が、支給限度額（60508 参照。）未満であること 

(ﾆ) 支給対象月について、高年齢雇用継続基本給付金又は高年齢再就職給付金が支給されていないこと 

60507 (7) 支給対象月の支給額  

イ 育児時短就業給付金は、支給対象月に支払われた賃金額の 10％に相当する額を月単位で支給する。 

ただし、この支給額には、以下のとおり一定の限度が設けられている。（法第 61 条の 12 第６項、第

８項） 

(ｲ) 支給対象月に支払われた賃金額が、育児時短就業開始時賃金日額に 30 を乗じて得た額（以下「育

児時短就業開始時賃金月額」という。）の 90％を超え 100％未満の場合は、一定の割合で逓減させた

率を支給対象月に支払われた賃金額に乗じて得た額を支給する。 

(ﾛ) 支給対象月に支払われた賃金額が、育児時短就業開始時賃金月額の 100％以上の場合は、不支給と

する。 

(ﾊ) 支給対象月に支払われた賃金額とイ柱書又は(ｲ)により算定された額の合計額が、支給限度額を超

える場合は、支給限度額から支給対象月に支払われた賃金額を減じて得た額を支給する。 

(ﾆ) イ、(ｲ)又は(ﾊ)により算定された育児時短就業給付金の額が、支給対象月の初日に適用される賃金

日額の下限額（50616 イ参照。）の８割に相当する額を超えない場合は、不支給とする。 

ロ 「育児時短就業開始時賃金日額」とは、原則として、初回育児時短就業を開始した日から遡って直近

の完全な賃金月（50601 参照。）６か月の間に支払われた賃金（初回育児時短就業を開始した日前の２年

間に完全な賃金月が６か月に満たない場合は、初回育児時短就業を開始した日から遡って直近の賃金の

支払の基礎となった時間数が 80 時間以上である完全な賃金月６か月の間に支払われた賃金）の総額を

180 で除して得た額をいう（詳細は 60624 参照。）。 

ただし、上記によって算定された育児時短就業開始時賃金日額が、初回育児時短就業を開始した日の

前日に離職して基本手当の受給資格者となったものとみなしたときに算定されることとなる 30 歳以上

45 歳未満の者に適用される賃金日額の上限額（50616 ロ(ﾊ)参照。）を超えるときは、当該上限額を育児
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時短就業開始時賃金日額と、賃金日額の下限額を下回るときは、当該下限額を育児時短就業開始時賃金

日額とする。 

60508 (8) 支給限度額  

イ 「支給限度額」とは、賃金構造基本統計調査による 65 歳未満の常用労働者の１月当たりの決まって

支給する現金給与額を４つに区分したもののうち、最も高い階層の中央値（87.5 パーセンタイル値）の

額を基礎として厚生労働大臣が定める額をいう。 

また、厚生労働大臣は、毎月勤労統計調査における労働者の平均定期給与額を基礎として算定した年

度の平均給与額が、直近の支給限度額が変更された年度の前年度の平均給与額を超え又は下るに至った

場合は、その上昇し又は低下した比率を基準として、その翌年度の８月１日以後の支給限度額を変更し

なければならないとされている。 

これにより変更された支給限度額は、変更のつど、厚生労働大臣告示及び通達により示されることと

されており、具体的な金額等はそれらを参照すること。（法第 61 条の 12 第２項、第９項、則第 101 条

の 45） 

60509 (9) 育児休業給付等との関係  

イ 60506 イ(ﾛ)のとおり、被保険者が、育児休業給付又は出生後休業支援給付の支給の対象となる休業

を、月の初日から末日まで引き続いて取得している月は、支給対象月とならない。 

ロ 一方で、月の途中において育児休業から職場復帰して育児時短就業を行う場合は、職場復帰の前日ま

で育児休業給付又は出生後休業支援給付の支給対象期間となっていたとしても、当該育児時短就業を開

始した日の属する月は育児時短就業給付金の支給対象月となる。 

ハ 介護休業給付金を受給している場合についても、イ及びロに準じて取り扱う。 

ニ 被保険者は、育児時短就業を行う前に同一の子について育児休業を行っている場合であって、当該育

児休業に係る育児休業給付又は出生後休業支援給付の支給を受けようとするときは、育児時短就業給付

金の申請の前に育児休業給付又は出生後休業支援給付の申請を行わなければならない。（則第 101 条の

48 第９項） 

 

60521-60540 ２ 申請手続の主体等 

60521 (1) 管轄安定所  

育児時短就業給付金関係手続については、当該育児時短就業給付金に係る被保険者を雇用する事業主の

事業所を管轄する公共職業安定所（以下「事業所管轄安定所」という。）において行う。 

60522 (2) 申請手続の主体  

イ 育児時短就業給付金に係る育児時短就業開始時賃金の届出は事業主の義務となっており、事業主が事

業所管轄安定所に対して行う。（則第 14 条の２） 

ロ 被保険者は、育児時短就業給付金の支給に係る各種申請書等の提出について、原則として、雇用され

る事業主を経由して事業所管轄安定所に対して行わなければならない。 

ただし、この取扱いは、被保険者本人がこれらの各種申請を行うことを妨げるものではなく、当該被

保険者が自ら申請手続を行うことを希望する場合は、事業主を経由せず当該被保険者がこれを行うこと

も認めるものとする。このとき、本人が、郵送等により各種申請を行うことも差し支えない（郵送の場

合は、発信日を申請日とし、消印により確認する。）。 

ハ 事業主又は社会保険労務士（以下「事業主等」という。）が 23302 ロの照合省略の対象事業主等に該

当し、かつ、23302 ハに掲げる育児時短就業給付関係手続である場合には、事業所管轄安定所は、関係
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書類との照合を省略できる（23302 参照。）。 

60523 (3) 「受給資格確認票・（初回）支給申請書」の個人番号に係る取扱い  

イ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号。

以下「番号法」という。）第 16 条において、個人番号利用事務等実施者（個人番号利用事務実施者及び

個人番号関係事務実施者をいう。）は、個人番号の提供を受ける場合に本人確認の措置をとることが義

務付けられている。番号法第 16 条における本人確認の措置とは、「提供される個人番号の真正性の確認

（提供される個人番号が正しいものであるか）」、「個人番号を提供する者の実在（身元）確認（提供す

る者は個人番号を有する者本人に間違いないか）」及び「（本人の代理人から提供を受ける場合）代理権

の確認」を行うことをいう。 

事業主、本人又は本人の代理人が育児時短就業給付受給資格確認票・（初回）育児時短就業給付金申

請書（以下「受給資格確認票・（初回）支給申請書」という。）を提出する場合（電子申請、郵送により

提出する場合を含む。以下イにおいて同じ。）は、本人の個人番号を記載する必要があり、このときに

必要な本人確認の措置は、以下のとおりである。 

(ｲ) 事業主等が提出する場合 

事業主等が受給資格確認票・（初回）支給申請書に個人番号を記載して提出する場合、事業主等が

個人番号関係事務実施者として、23601 ニ(ﾛ)に規定する別紙「雇用保険分野における事業主等が行う

本人確認措置」に基づき、本人確認の措置を行う。このため、事業所管轄安定所が本人確認の措置を

行うことは不要である。 

(ﾛ) 本人が提出する場合 

本人が受給資格確認票・（初回）支給申請書に個人番号を記載して提出する場合、事業所管轄安定

所が個人番号利用事務実施者として、本人確認の措置を行う。事業所管轄安定所は、50005 ロ(ｲ)の書

類によって本人の個人番号の真正性の確認を行うとともに、50005 ロ(ﾛ)の書類によって本人の身元

（実在）確認を行う。 

提出された受給資格確認票・（初回）支給申請書に個人番号の記載はあるが、確認書類により個人

番号の真正性の確認又は本人の身元（実在）確認ができないときは、事業所管轄安定所は、受給資格

確認票・（初回）支給申請書を返戻し、確認書類を添付させた上で受理する。ただし、郵送により提出

された受給資格確認票・（初回）支給申請書に個人番号が記載はあるが、個人番号の真正性の確認又

は本人の身元（実在）確認の書類が添付されていないときは、個人番号の記載された受給資格確認票・

（初回）支給申請書の返送は行わず、確認書類の追完をもって受理する。 

また、事業所管轄安定所は、個人番号の真正性の確認について、受給資格確認票・（初回）支給申請

書に記載された個人番号に基づいて、既に他の届出等で本人の個人番号が登録されているときは他の

届出等で作成された特定個人情報ファイルの検索により、他の届出等で本人の個人番号が登録されて

いないときは住民基本台帳ネットワークシステムへの照会により、確認することができる。具体的に

は、受給資格確認票・（初回）支給申請書に記載された個人番号によって特定個人情報ファイル又は

住民基本台帳ネットワークシステムより取得した氏名、性別、生年月日、住所等の情報が、本人の情

報と一致することを確認する。 

(ﾊ) 本人の代理人が提出する場合 

本人の代理人が受給資格確認票・（初回）支給申請書に個人番号を記載して提出する場合、事業所

管轄安定所が個人番号利用事務実施者として、本人確認の措置を行う。事業所管轄安定所は、本人氏

名、本人住居所、代理人氏名、代理人住所、本人と代理人の間柄、代理人の所属及び代理申請の理由
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を記載した委任状を提出させ代理権の確認を行うほか、50005 ロ(ｲ)の書類によって本人の個人番号

の真正性の確認を行うとともに、50005 ロ(ﾛ)の書類によって本人の代理人の身元（実在）確認を行

う。 

ただし、社会保険労務士による提出代行の場合は、社会保険労務士の名称を冠した氏名の記載又は

定型印の押印があれば、委任状を提出させる必要はない。また、社会保険労務士の身元（実在）確認

については、受給資格確認票・（初回）支給申請書を社会保険労務士が持参した場合は社会保険労務

士証等により確認することとし、社会保険労務士が電子申請により提出した場合は社会保険労務士の

電子証明がされていること（G ビズ ID を用いた電子申請により提出した場合は社会保険労務士証票

の写しが添付されていること）により確認する。 

提出された受給資格確認票・（初回）支給申請書に個人番号の記載はあるが、確認書類により個人

番号の真正性の確認、代理人の身元（実在）確認又は代理権の確認ができないときは、事業所管轄安

定所は、受給資格確認票・（初回）支給申請書を返戻し、確認書類を添付させた上で受理する。ただ

し、郵送により提出された受給資格確認票・（初回）支給申請書に個人番号の記載はあるが、個人番

号の真正性の確認、代理人の身元（実在）確認又は代理権の確認の書類が添付されていないときは、

個人番号の記載された受給資格確認票・（初回）支給申請書の返送は行わず、確認書類の追完をもっ

て受理する。 

また、事業所管轄安定所は、個人番号の真正性の確認について、受給資格確認票・（初回）支給申請

書に記載された個人番号に基づいて、既に他の届出等で本人の個人番号が登録されているときは他の

届出等で作成された特定個人情報ファイルの検索により、確認することができる。具体的には、受給

資格確認票・（初回）支給申請書に記載された個人番号によって特定個人情報ファイルより取得した

氏名、性別、生年月日、住所等の情報が、本人の情報と一致することを確認する。 

ロ 事業所管安定所は、受給資格確認票・（初回）支給申請書に必要な個人番号の記載がない場合は、返

戻し、記載を受けた上で受理する。 

なお、個人番号登録届による別途の届出を予定している場合や被保険者が事業主等に対し個人番号の

提供を拒否している場合等何らかの理由により、個人番号の記載のない受給資格確認票・（初回）支給

申請書については、必要な確認等を行った上で受理して差し支えない。 

ハ 事業主、本人又は本人の代理人が受給資格確認票・（初回）支給申請書を郵送で提出する場合、事業

所管轄安定所は、普通郵便でも受理するが、事故防止のために追跡可能な簡易書留等によるよう依頼を

行う。また、本人又は本人の代理人が受給資格確認票・（初回）支給申請書を郵送で提出する場合の 50005

ロ(ｲ)、(ﾛ)の書類については、写しを添付するよう依頼する。 

ニ 受給資格確認票・（初回）支給申請書については、「都道府県労働局（職業安定行政）が行う個人番号

利用事務における特定個人情報等取扱規程」第２、第３の１及び「個人情報保護に関する研修テキスト」

の「マイナンバー制度導入に向けた研修資料」に基づき、①取得、②利用、③保管、④廃棄・削除のそ

れぞれの段階において、以下のとおり厳重な安全管理措置を講じる。 

(ｲ) 提出された他の書類と一括して保管することとし、審査処理に時間を要する場合には、鍵付きの保

管庫等に保存するなど、審査が完了するまで厳重な安全管理を行う。 

(ﾛ) 受給資格確認票・（初回）支給申請書の提出があった場合のハローワークシステム（以下「システ

ム」という。）入力の際には、システムに入力された個人番号と届出のあった個人番号とが一致して

いるかを目視で確認する。 

この際、既に個人番号がシステムに入力されており、今回の届出にあたって個人番号を入力した際
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に、既に入力されている個人番号と異なった個人番号であった場合（入力された個人番号が他の被保

険者に記録されている個人番号である場合や登録された個人番号に誤りがあった場合など）や住民基

本台帳ネットワークシステムとの情報に齟齬がある場合には、個人番号登録処理結果票又は個人番号

登録エラー通知票にエラー内容が出力されることとなるため、事業主等（本人申請の場合は本人）に

対して必要な確認を行い、個人番号に誤り又は変更がある場合は個人番号登録届又は個人番号変更届

により改めて個人番号を届出させ入力を行う。 

なお、被保険者番号が異なっているが氏名、生年月日、性別等から同一人物である疑いがある場合

には、個人番号及びその他３情報（カナ氏名・性別・生年月日）が全て一致している場合には同一人

物であると判断し、職権で被保険者番号の統一等の処理を行うこととする。 

(ﾊ) 受給資格確認票・（初回）支給申請書の処理が完了した場合には、鍵付きの保管庫等に保存するな

どの厳重な安全管理を行う。 

(ﾆ) 個人番号及び身元（実在）の確認を行った書類のうち、個人番号等の確認書類は提示を受けること

で足りるため、一切保管しないようにするとともに、その場で返却出来る場合には直ちに返却し、郵

送により預かった場合は廃棄する必要がある。廃棄の際は、対象者氏名、被保険者番号、廃棄年月日

等を記載した記録簿等を整理すること。 

(ﾎ) 個人番号の記載がある受給資格確認票・（初回）支給申請書の原本については、特定個人情報ファ

イル単位で管理することとなるため、保存年限を超えて廃棄を行うにあたっては、特定個人情報ファ

イル単位で廃棄簿の作成を行う。 

60524 (4) 「受給資格確認票・（初回）支給申請書」等の本人署名の省略に係る取扱い  

受給資格確認票・（初回）支給申請書及び育児時短就業給付金支給申請書（以下「支給申請書」という。）

について、事業主が被保険者から申請に係る同意書を提出させ、保存することをもって、被保険者の署名

を省略する。その場合、申請者氏名欄には、「申請について同意済み」と記載させる。 

なお、同意書については、事業主が被保険者に対して同意書を提出させており、これを事業主が保存し

ていることで足り、事業所管轄安定所において、初回申請時以降同意書の提出を求める必要はない。申請

者氏名欄に申請者氏名が記載されている場合であっても不備返戻しないこと。 
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記載内容に関する確認書 

申請等に関する同意書 

（育児時短就業給付用） 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

私は、下記の事業主が行う 

 

記 

 

□  育児時短就業給付の受給資格の確認の申請について同意します。 

 

□  雇用保険法施行規則第 101 条の 48 の規定による育児時短就業給付の支給

申請について同意します（今回の申請に続く今後行う支給申請を含む。）。 

 

（該当する項目にチェック。複数項目にチェック可） 

 

※ 本同意書の保存期限は、雇用保険法施行規則第 143 条の規定により本給付

に係る完結の日から４年間とします。 

 

事業所名称                                

 

事業主氏名                                

 

 

被保険者番号                               

 

被保険者氏名                               

 

以上 
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60541-60560 ３ 支給申請の頻度及び支給申請の期限 

60541 (1) 初回の支給申請  

最初に育児時短就業給付金の支給を受けようとするときは、当該最初に支給を受けようとする支給対象

月の初日から起算して４か月以内に必要な書類を添えて受給資格確認票・（初回）支給申請書を事業所管

轄安定所に提出しなければならない。（則第 101 条の 48 第１項）このとき、事業所管轄安定所は、原則と

して二の支給対象月について、受給資格確認票・（初回）支給申請書を提出するよう指導する。 

なお、被保険者が希望する場合、一の支給対象月について支給申請を行うことができる。 

また、当該支給申請期間の末日が行政機関の休日（土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律（昭和 23

年法律第 178 号）に規定する休日及び 12 月 29 日から翌年１月３日までの日）に当たる場合には、その行

政機関の休日の翌日が申請期間の末日とみなされる。 

60542 (2) 第２回目以後の支給申請  

第２回目以後の支給申請については、原則として二の支給対象月ごとに、同一の支給申請期間を定め、

当該二の支給対象月について、一括して支給申請が行われるようにする。 

具体的には、事業所管轄安定所長が、支給申請がなされるごとに、支給（不支給）決定を行った支給対

象月（複数の支給対象月に支給（不支給）決定を行った場合は遅い方の支給対象月）の次の月を次回支給

対象月①、次の次の月を次回支給対象月②として、次回支給対象月①の初日から起算して４か月以内を次

回支給申請期間として指定し、その指定された期間に第２回目以後の支給申請を行うこととする。（則第

101 条の 48 第３項） 

なお、被保険者が希望する場合、指定された次回支給対象月①②に関わらず、一の支給対象月について

支給申請を行うことができる。 

また、最後の支給対象月については、一又は三の支給対象月について、支給申請を行うことができる。 

60543 (3) 支給申請月・支給申請日の取扱い  

育児時短就業給付金の次回支給申請の期限は、暦月の末日となることから、高年齢雇用継続給付等の支

給申請月（偶数月又は奇数月）に合わせて支給申請を行うことが可能であることを支給申請を行う事業主

に周知する。 

また、事業主の都合と意向を十分聴取し、事業所管轄安定所の業務量を勘案することによって、支給申

請期間内の特定の日を、「次回支給申請日」として定めることができる。 

事業主があらかじめ定められた次回支給申請日に申請できない場合は、事業所管轄安定所の実情に応じ、

当該次回支給申請日の前に、指定した次回支給申請日に申請できない旨を事業所管轄安定所に連絡し、新

たな次回支給申請日の指定を受けるよう指導する。 

なお、いずれの場合も、事業主が支給申請月又は次回支給申請日にかかわらず、支給申請期間中の早い

時期に支給申請を行いたいとする場合は、これを尊重することとする。 
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60601-60700 第２ 育児時短就業給付金の初回支給申請手続 

60601-60620 １ 手続の概要 

60601 (1) 概要  

育児時短就業給付金は、初回育児時短就業開始時の賃金日額を基礎として支給を行うものであることか

ら、事業主は、その雇用する被保険者が初回育児時短就業を開始した場合であって、育児時短就業給付金

の支給を受けようとするときは、雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書・所定労働時間短縮開始時

賃金証明書（様式第 10 号の２の２。以下「賃金証明書」という。）によって、当該被保険者の初回育児時

短就業開始時の賃金の届出を行わなければならない。（則第 14 条の２） 

ただし、被保険者が、育児時短就業に係る子について育児休業給付の支給を受けていた場合であって、

当該育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き初回育児時短就業をしたときは、育児時短就業給付金

について、みなし被保険者期間の確認を要さず、みなし被保険者期間の要件を満たすものと取り扱うとと

もに、育児時短就業開始時賃金日額の算定を要さず、育児休業開始時賃金日額を育児時短就業開始時賃金

日額として取り扱う（60504 参照。）ことから、賃金の届出は不要である。 

事業主は、被保険者が受給資格確認票・（初回）支給申請書の提出をする日までに賃金の届出を行う必

要がある。ただし、事業主を経由して受給資格確認票・（初回）支給申請書を提出する場合には、受給資格

確認票・（初回）支給申請書の提出と同時に賃金の届出を行えばよいので、初回支給申請手続においては、

原則として、事業主より、受給資格確認票・（初回）支給申請書と賃金証明書を同時に提出させることと

する。 

なお、届出をせず、又は偽りの届出を行った場合には罰則の対象となる場合があることに留意する。 

60602 (2) 初回の支給申請と別に受給資格の確認等を行う場合の手続  

イ 育児時短就業給付金の支給を受けようとする被保険者又は当該被保険者を雇用する事業主は、当該被

保険者の受給資格があるか否かをあらかじめ把握しておきたい等の理由により、初回育児時短就業開始

時から初回の支給申請までの間に、初回の支給申請とは別に受給資格確認票・（初回）支給申請書を受

給資格確認票のみとして使用して提出することができる。その際、60504 に該当する場合を除き、賃金

証明書等を添えなければならない。 

ロ 被保険者又は当該被保険者を雇用する事業主から育児時短就業給付金に係る最初の支給申請前に受

給資格確認票・（初回）支給申請書等の提出があった場合には、受給資格確認等のための照会があった

ものとしてこれを受理し、通常の受給資格確認の申請及び初回の支給申請があった場合に準じて処理を

行い、受給資格確認（否認）通知書により回答するものとする。なお、受給資格を否認した場合は、事

業主から提出のあった賃金証明書のうち事業主控は返付することとする。 

ハ ロによって受給資格の確認をした場合、育児時短就業開始時賃金日額の登録及び初回の支給申請に係

る支給申請期間の指定も併せて行う。 

また、受給資格確認票・（初回）支給申請書の払渡希望金融機関指定届欄等により、口座指定の届出

がなされている場合には当該口座の指定も併せて行い、まだ口座を開設していない等の理由により口座

の指定がなされていない場合には、育児時短就業給付金に係る初回の支給申請時までに払渡希望金融機

関指定届の提出を求め当該指定を行うこととする。 

60603 (3) 被保険者が手続を行う場合の取扱い  

天災等やむを得ない理由のため事業主を経由して申請手続を行うことが困難である場合又は本人が自

ら申請を行うことを希望した場合に、当該被保険者が、受給資格確認の申請及び初回の支給申請に係る手

続を行う場合の取扱いは以下のとおり。 
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イ 事業主より賃金証明書のみの提出があった場合、事業所管轄安定所は、当該事業主に対して、被保険

者が受給資格確認票・（初回）支給申請書を提出するか否かを確認する。そこで、被保険者が提出する

ことを確認した場合は、賃金証明書の複写により作成される雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明

票・所定労働時間短縮開始時賃金証明票（以下「賃金証明票」という。）を事業主を通じて、当該被保険

者に交付する。 

また、この賃金証明票の交付に当たっては、交付番号を付与することとする。 

なお、賃金証明書の提出時点で既に、その対象となる被保険者が離職している場合であっても、原則

として被保険者資格の喪失日を含む支給対象月の前の支給対象月までについては、本人が自ら申請を行

うことを希望する場合を除き、喪失に係る事業主を経由して受給資格確認票・（初回）支給申請書を提

出するよう指導する。この場合において、１日の空白もなく被保険者資格を取得した場合については喪

失日を含む支給対象月の直前の支給対象月までは喪失に係る事業主が支給申請手続を行い、当該喪失日

及び取得日を含む支給対象月以後は取得に係る事業主が支給申請手続を行うこととなる。 

ロ 公共職業安定所は、被保険者本人が受給資格確認の申請及び初回の支給申請に係る手続を行う場合で

あっても、イにより交付された賃金証明票及び受給資格確認票・（初回）支給申請書を、事業所管轄安

定所に提出するよう指導する。 

なお、事業所非該当承認を受けている施設において雇用されている被保険者が支給申請を行う場合に

は、本社等適用事業所を管轄している公共職業安定所に対して行うこととなる。 

ハ 被保険者本人が育児時短就業給付金の支給申請を行う場合であっても、被保険者が受給資格確認票・

（初回）支給申請書を提出する日までに、事業主は賃金証明書を事業所管轄安定所に提出しなければな

らない。（則第 14 条の２） 

ニ 被保険者が育児時短就業給付金の支給を受けるために、事業主に対して賃金証明票の交付を求めた場

合には、事業主は賃金証明票をその者に交付しなければならない。（法第 76 条第４項） 

このため、被保険者が事業主に賃金証明票の交付を求めたにも関わらず、賃金証明票の交付が行われ

ない場合であって、被保険者が事業所管轄安定所に受給資格確認票・（初回）支給申請書を提出したと

きには、事業所管轄安定所は申請を保留し、事業主に対して、被保険者が支給申請を行う場合は、初回

の支給申請までに賃金証明書を提出の上、賃金証明票を交付しなければならないことを事業主に対して

説明し、速やかに賃金証明書の提出を促すものとする。 

また、事業所管轄安定所が事業主に賃金証明書の提出を促しているにも関わらず、事業主がこれに応

じない場合は、事業所管轄安定所は当該事業所について調査を行い、必要な資料が得られたときは、賃

金証明書を作成し、受給資格の確認及び支給・不支給決定を行うものとする。事業所管轄安定所は、例

えば、被保険者の給料明細書、徴税機関、社会保険機関の有する記録又はこれらの機関に対する届書等

により当該被保険者の雇用期間、賃金その他必要な事項について確認した上、賃金証明書の作成を行う。

この場合は、賃金証明書の安定所記載欄に賃金証明書作成までの経過及び事実確認の資料があるときは

その資料名を記載し、その資料を賃金証明書とともに保管する。 

ただし、事業所管轄安定所が社会通念上相当と認められる努力をしたにもかかわらず、賃金証明書作

成のための資料を何ら得ることができなかったときは、受給資格の否認を行うものとする。 

ホ また、これら各種申請に基づく通知その他の手続については、事業主が手続を行う場合と同様である。 
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60621-60640 ２ 受給資格の確認及び育児時短就業開始時賃金日額の算定 

60621 (1) 賃金証明書の提出  

イ 賃金証明書の提出 

事業主は、その雇用する被保険者が初回育児時短就業を開始したときは、賃金証明書に必要事項を記

載の上、受給資格確認票・（初回）支給申請書を提出する日までに事業所管轄安定所に提出しなければ

ならない（被保険者に対して賃金証明票を交付する場合の取扱いについては 60603 参照。）。 

ただし、受給資格の確認及び初回の支給申請手続を事業主を経由して行う場合は、受給資格確認票・

（初回）支給申請書と同時に提出することができる。 

また、育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き同一の子について初回育児時短就業を行う場合

は、賃金証明書の届出は不要である。 

賃金証明書は、初回育児時短就業を開始した日、初回育児時短就業開始前２年間の賃金支払基礎日数、

初回育児時短就業開始前６か月の賃金支払状況等を記載するものである。 

ロ 添付書類等 

賃金証明書の提出にあたっては、賃金証明書に記載した賃金支払基礎日数、賃金支払状況及び初回育

児時短就業を開始した日を確認できる書類を添えなければならない。 

具体的には、賃金台帳、出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出書、育児短時

間勤務取扱通知書等を添えるよう事業主を指導する。 

なお、過去の当該事業所に係る資格取得届及び離職証明書の提出において、その記載内容の信頼性が

高いと認められる事業主等については、関係書類との照合を適宜省略して差し支えない。この照合省略

に係る取扱いは、21206、21502 及び 22604 に準じて取り扱うこととする。 

60622 (2) 受給資格確認票・（初回）支給申請書の提出  

イ 受給資格確認票・（初回）支給申請書の提出 

事業所管轄安定所は、原則として賃金証明書の提出と同時に、必要事項を記載した受給資格確認票・

（初回）支給申請書を事業所管轄安定所に提出するよう事業主を指導する。 

ロ 添付書類等 

育児時短就業給付金の受給資格の確認に当たっては、受給資格確認票・（初回）支給申請書に以下の

書類を添えて提出しなければならない。 

(ｲ) 育児の事実、育児時短就業に係る子の出産日及び出産予定日を確認できる書類 

母子健康手帳（出産日については出生届出済証明の項における「出生の年月日」欄、出産予定日に

ついては妊婦自身の記録の項における「分娩予定日」欄）、住民票記載事項証明書、戸籍謄本、医師の

診断書（分娩（出産）予定日証明書）等をいう。 

特別養子縁組を成立させるために監護を受けている場合、事業所管轄安定所は、家庭裁判所が交付

する特別養子縁組を成立させるための請求に係る事件係属証明書によって育児の事実の確認を行う。

養子となる者の生年月日の確認は、住民票記載事項証明書等によって行う。また、通常、この場合の

監護期間の初日は、特別養子縁組を成立させるための家庭裁判所への請求日（事件係属証明書によっ

て確認する。）となるが、住民票記載事項証明書によって同居を開始した日が確認されること等によ

り、請求日前における監護の状況が明らかである場合は、その明らかとなる初日を監護期間の初日と

して取り扱うこと。 

また、養子縁組里親として委託を受けている場合の育児の事実の確認は、児童相談所長が発行する

委託措置決定通知書によることとし、養育里親として委託を受けている場合の育児の事実の確認は、
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児童相談所長が発行する「育児休業の対象となる『その他これらに準じる者として厚生労働省令で定

める者に、厚生労働省令で定めるところにより委託されている者』に関する証明願」（以下「委託証

明願」という。）によって行う。これらの者の生年月日の確認は、住民票記載事項証明書等によって

行う。 

ただし、被保険者が、育児時短就業に係る子について育児休業給付の支給を受けていた場合であっ

て、当該育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き初回育児時短就業をしたとき（60504 参照。）

は、この書類の添付は不要とする。 

また、被保険者が、育児時短就業に係る子の出産日以降に初回育児時短就業を開始した場合は、出

産予定日を確認できる書類の添付は不要とする。 

(ﾛ) 初回育児時短就業を開始した日を確認できる書類 

出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出書、育児短時間勤務取扱通知書等を

いう。育児時短就業を開始した日とは、子を養育するために短縮された所定労働時間が当該被保険者

に適用されるに至った日をいう。 

(ﾊ) 本来の週所定労働時間を確認できる書類 

出勤簿、タイムカード、就業規則、労働条件通知書等をいう。本来の週所定労働時間とは、原則と

して育児時短就業を行わない場合に、当該事業所において当該被保険者に適用される週所定労働時間

をいう。 

ただし、子を養育するために短時間正社員、パートタイム労働者等に転換、転職した場合等、当該

事業所において育児時短就業を行わない場合に当該被保険者に適用される週所定労働時間がないと

きは、育児時短就業開始日前に当該被保険者に適用されていた週所定労働時間によることとする。転

職した場合など育児時短就業開始前後の事業主が異なるときは、事業所管轄安定所は、受給資格確認

票・（初回）支給申請書における本来の週所定労働時間の記載について、システムによって被保険者

台帳を照会の上、喪失時の週所定労働時間を確認すること。 

なお、育児時短就業開始前にフレックスタイム制の適用を受けている場合等の受給資格確認票・（初

回）支給申請書における本来の週所定労働時間の記載については、以下のとおりとするよう指導する

こととし、ａ～ｃについては、上記に掲げる書類のほか労使協定書、労使委員会の決議内容及びこれ

らを労働基準監督署に届け出た場合はその届出書等により確認を行う。これにより難い事例が生じた

場合は本省に照会すること。 

a フレックスタイム制の適用を受けている被保険者については、清算期間中の１週間の平均労働時

間とすること。 

具体的には、清算期間１か月の被保険者については、対象期間の総労働時間を 12 分の 52 で除し

たもの（分単位未満を切り捨て）とすること。 

清算期間が１か月を超え３か月以内のフレックスタイム制の適用を受けている被保険者につい

ては、当該期間の総労働時間を清算期間の月数で除した上で、12 分の 52 で除したもの（分単位未

満を切り捨て）とすること。 

ｂ 変形労働時間制の適用を受けている被保険者については、対象期間中の１週間の平均労働時間と

すること。 

具体的には、１か月単位の変形労働時間制の適用を受けている被保険者については、対象期間の

総労働時間を 12 分の 52 で除したもの（分単位未満を切り捨て）とすること。 

１か月を超え１年以内の期間を対象とする変形労働時間制の適用を受けている被保険者につい
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ては、当該期間の総労働時間を対象期間の月数で除した上で、12 分の 52 で除したもの（分単位未

満を切り捨て）とすること。 

（例）４月～９月の６か月間について、総労働時間 780 時間の変形労働時間制の適用を受ける場合 

780 時間 ÷ ６ × 12／52 ＝ 30.00 時間 

ｃ 裁量労働制の適用を受けている被保険者については、みなし労働時間に５を乗じたものとするこ

と。 

ｄ シフト制で就労する被保険者については、育児時短就業を開始した日前６か月間（育児時短就業

開始時賃金日額の算定に用いる賃金月をいう。）における実際の労働時間（法定労働時間（１日８

時間・１週 40 時間又は 44 時間）を超えないものに限る。）を当該期間の週数（当該期間の暦日数

を７で除した数（小数点第３位を四捨五入））で除したもの（分単位未満を切り捨て）とすること。 

（例）10 月１日から育児時短就業を開始したシフト制労働者であって、賃金締切日が 15 日のもの 

   8/16～9/15：実労働時間 100 時間 暦日数 31 日 

   7/16～8/15：実労働時間 115 時間 暦日数 31 日 

   6/16～7/15：実労働時間 100 時間 暦日数 30 日 

   5/16～6/15：実労働時間 110 時間 暦日数 31 日 

   4/16～5/15：実労働時間 095 時間 暦日数 30 日 

   3/16～4/15：実労働時間 100 時間 暦日数 31 日 

    計   ：実労働時間 620 時間 暦日数 184 日 

   184 日 ÷ ７日 ＝ 26.28571･･･ ＝ 26.29 週 

   620 時間 ÷ 26.29 週 ＝ 23.58311･･･ ＝ 23 時間 34 分 

 

上記(ﾛ)又は(ﾊ)の事項が、同項に掲げる書類によって確認できない場合は、以下に定める「育児時短

就業期間等に係る証明書（様式例）」を事業主が作成し、添付するよう指導する。 
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60623 (3) 受給資格の確認  

イ みなし被保険者期間の確認を省略する場合 

育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き同一の子について初回育児時短就業を行う場合は、み

なし被保険者期間に係る要件を満たすものとして取り扱うため（60504 参照。）、みなし被保険者期間に

係る確認は行わない。 

育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き同一の子について初回算定対象育児時短就業を行う

場合として申請があったときは、システムによって育児休業給付の支給台帳を照会の上、支給期間を確

認すること。 

ロ みなし被保険者期間の確認を行う場合の原則 

初回育児時短就業の開始日から遡って２年間にみなし被保険者期間が 12 か月以上あることを確認す

る。 

この場合、みなし被保険者期間は、被保険者であった期間のうち、初回育児時短就業の開始日又は各

月においてその日に応当し、かつ、被保険者であった期間内にある日（その日に応当する日がない月に

おいては、その月の末日。）の前日からそれぞれ、その前月の応当日まで遡った各期間のうち賃金の支

払の基礎となった日数が 11 日以上あるものを１か月として計算する。 

なお、初回育児時短就業を開始した日前の２年間に賃金支払基礎日数 11 日以上の月が 12 か月に満た

ない場合は、被保険者であった期間のうち、初回育児時短就業の開始日又は各月においてその日に応当

し、かつ、被保険者であった期間内にある日（その日に応当する日がない月においては、その月の末日。）

の前日からそれぞれ、その前月の応当日まで遡った各期間のうち賃金の支払の基礎となった時間数が 80

時間以上であるものを１か月として計算する。 

また、このように区切ることにより１か月未満の期間が生ずることがあるが、この場合は被保険者期

間の算定に係る取扱いに準ずることとし、その１か月未満の期間の日数が 15 日以上であり、かつ、そ

の期間内に賃金支払基礎日数が 11 日以上又は賃金の支払の基礎となった時間数が 80 時間以上あると

きに、その期間を被保険者期間の２分の１か月として計算する（50103 参照。）。船員に係る被保険者期

間の通算については、50108 を参照する。 

なお、この場合において、次に掲げる期間は、みなし被保険者期間の算定の基礎となる「被保険者で

あった期間」に含めないので留意する。（※） 

(ｲ) 最後に被保険者となった日前に、当該被保険者が基本手当の受給資格、高年齢受給資格又は特例受

給資格を決定したことがある場合には、当該受給資格、高年齢受給資格又は特例受給資格に係る離職

の日以前における被保険者であった期間 

(ﾛ) 法第９条の規定による被保険者となったことの確認があった日の２年前の日（法第 22 条第５項に

規定する者にあっては、同項第２号に規定する被保険者の負担すべき額に相当する額がその者に支払

われた賃金から控除されていたことが明らかである時期のうち最も古い時期として厚生労働省令で

定める日。50103 イ(ﾛ)b 参照。）前における被保険者であった期間 

※ この点、基本手当等と一部取扱いが異なる（基本手当等においては、上記(イ) (ロ) の場合に加え、 

教育訓練休暇給付金の支給を受けたことがある場合には、教育訓練休暇開始前における被保険者であ

った期間についても「被保険者であった期間」に含めないこととしている（56713 参照））ため留意す

ること。 

ハ 要件緩和 

ロのみなし被保険者期間の確認に当たって、当該２年の間に、疾病、負傷等やむを得ない理由により
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引き続き 30 日以上賃金の支払を受けることができなかった期間（50153 ロただし書きを含む。）がある

場合には、当該理由により賃金の支払いを受けることができなかった期間を２年に加算することができ

る。また、この加算できる期間は最長２年間であり、合計で最長４年間まで受給要件を緩和することが

できる。（法第 61 条の 12 第１項） 

この場合のやむを得ない理由として認められるのは、一般被保険者に対する求職者給付の受給要件の

緩和の事由と同様であり、具体的には以下のとおりである（詳細は 50152 参照。）。（則第 101 条の 44） 

(ｲ) 疾病又は負傷 

(ﾛ) 出産 

(ﾊ) 事業所の休業 

(ﾆ) 事業主の命による外国における勤務 

(ﾎ) 雇用継続交流採用 

(ﾍ) (ｲ)から(ﾎ)までに掲げる理由に準ずる理由で、事業所管轄安定所長がやむを得ないと認めるもの 

なお、次の場合は(ﾍ)に該当するものとして取り扱う。 

ａ 同盟罷業、怠業、事業所閉鎖等の争議行為 

ｂ 事業主の命による他の事業主のもとにおける勤務 

ｃ 労働組合の専従職員としての勤務 

ｄ 親族の疾病、負傷等により必要とされる本人の看護 

介護休業期間中に介護休業給付金の支給を受けていても、賃金の支払いを受けていなければこれ

に該当する。 

ｅ 育児 

この場合の育児とは、３歳未満の子の育児とする。また、育児休業期間中に育児休業給付の支給

を受けていても、賃金の支払いを受けていなければこれに該当する。 

ｆ 配偶者の海外勤務に同行するための休職 

なお、これ以外の理由でこれに該当すると思われる事例が発生した場合は本省に照会する。 

ｈ 教育訓練に係る休暇の取得 

 

ニ 産前産後休業等をした場合の特例 

ロの受給資格の確認に当たって、初回育児時短就業の開始日から遡って２年間にみなし被保険者期間

が 12 か月以上あることが確認できない場合であって、育児時短就業に係る子について産後休業をした

被保険者については、ロの「初回育児時短就業の開始日」を次の(ｲ)から(ﾊ)に定める日に読み替えて、

ロの規定によりみなし被保険者期間を確認する。（法第 61 条の 12 第４項、則第 101 条の 46） 

(ｲ) 産前休業を取得した場合 当該産前休業を開始した日 

(ﾛ) 産前休業を開始する日前に子を出生した場合 当該子を出生した日の翌日 

(ﾊ) 産前休業を開始する日前に当該休業に先行する母性保護のための休業をした場合 当該先行する

休業を開始した日 

「母性保護のための休業」とは産前産後休業に引き続く形で取得することを事業主が認めた休業（体

調不良等の私傷病による休暇はこれには該当しないことに留意。）をいう。なお、業務の引継ぎ等のや

むを得ない事情により、当該休業の期間中に数日程度就労した場合には、引き続くものとして認めて差

し支えない。当該規定を適用し、受給資格の確認を行った場合は、公共職業安定所記載欄に「法第 61 条

の 12 第４項適用」等の記載を行うことにより記録しておくこと。 
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なお、当該特例は法第 61 条の 12 第４項において「前項に規定するみなし被保険者期間が 12 か月に

満たないもの」とあるとおり、ハに掲げる取扱いをしてもなお受給資格の確認ができない場合に適用さ

れるものであることに留意すること。 

ホ みなし被保険者期間の確認に係る留意事項 

最後に被保険者となった日前の被保険者であった期間についても、基本手当の受給資格、高年齢受給

資格又は特例受給資格の決定を受けたことがない場合は、みなし被保険者期間を算定する期間に含める

こととなる。 

そのため、新たに育児時短就業を行うこととなった事業主の下での被保険者の期間のみでは、みなし

被保険者期間が 12 か月に満たない場合、その前の被保険者の期間（被保険者資格の取得日前１年以内

に喪失日のある被保険者であった期間に限る。）に遡って、初回育児時短就業の開始日の前日から２年

前まで確認する必要がある。この場合、当該被保険者は、以前に当該被保険者を雇用していた事業主に

係る雇用保険被保険者離職票（以下「離職票」という。）を今回新たに被保険者を雇用した事業主に提

出する。 

この離職票の提出を受けた事業主は、支給申請手続に際して、賃金証明書に当該離職票を添付して他

の所定の書類とともに事業所管轄安定所に提出することとなる。事業所管轄安定所は、この離職票によ

り受給資格を確認した後写しをとった上で、当該事業主を通じて被保険者に返付することとする。 

また、当該被保険者が、当該離職票の交付を受けていない場合は、当該被保険者より当該被保険者資

格喪失に係る事業主に対して離職票の交付を請求した上、上記のとおり取り扱う。 

60624 (4) 育児時短就業開始時賃金日額の算定  

イ 育児時短就業開始時賃金日額の算定に当たっては、基本手当の場合と同様に賃金締切日の翌日から次

の賃金締切日までの間を１か月として算定し、当該１か月間に賃金支払基礎日数が 11 日以上ある月を

完全な賃金月として、初回育児時短就業開始時点から遡って直近の完全な賃金月６か月の間に支払われ

た賃金の総額を 180 で除して得た額を算定することとする（50601 参照。）。 

この育児時短就業開始時賃金日額の算定におけるその他の算定方法、賃金の範囲については、基本手

当の賃金日額の算定に係る取扱いと同様の取扱いとする。 

ロ また、日給者（短時間労働者を除く。）については、イにかかわらず、日給者についての基本手当に係

る賃金日額の算定方法と同じ方法により計算された額を育児時短就業開始時賃金日額とする（50603 参

照。）。 

ハ 上記により算定した育児時短就業開始時賃金日額は、30 歳以上 45 歳未満の者に適用される賃金日額

の上限額を上限とし、賃金日額の下限額を下限とする。 

ニ また、初回育児時短就業開始時点で短期雇用特例被保険者であった者については、当該短期雇用特例

被保険者資格を取得後１年を経過し被保険者となった時点ではじめて、受給要件の判断、育児時短就業

開始時賃金日額の算定を行うこととなるが、この場合、育児時短就業開始時賃金日額の算定に際しては、

短期雇用特例被保険者であった期間も含まれることとなる。 

ホ 育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き同一の子について初回育児時短就業を行う場合は、当

該休業開始時賃金日額を育児時短就業開始時賃金日額として取り扱うため、育児時短就業開始時賃金日

額の算定は行わない。 

育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き同一の子について初回育児時短就業を行う場合とし

て申請があった場合は、システムによって育児休業給付の支給台帳を照会の上、休業開始時賃金日額を

確認する。 
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60625 (5) 払渡希望金融機関口座の確認  

イ 事業所管轄安定所は、受給資格確認票・（初回）支給申請書の中の払渡希望金融機関指定届に、本人

名義の普通預（貯）金口座又はその者が新たに設ける本人名義の普通預（貯）金口座に係る金融機関（出

納官吏事務規程（昭和 22 年大蔵省令第 95 号）第 52 条第２項に規定する日本銀行が指定した銀行その

他の金融機関に限る。以下「金融機関」という。）であって、その者が育児時短就業給付金の払渡しを希

望するものの記載を行い、当該普通預（貯）金口座の通帳、キャッシュカード若しくはその他の払渡金

融機関の口座情報が確認できるもの又はその写しを添えて提出するよう指導する。ただし、口座情報を

手書き以外の電磁的方法により記載した場合はその添付を省略することができる。 

ロ 公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律（令和３年法律第

38 号）に基づき口座情報登録・連携システムに公的給付支給等口座を登録し、かつ、公共職業安定所に

個人番号を届け出ている者であって、受給資格確認票・（初回）支給申請書において当該口座への振込

を希望する意思を明らかにしたものは、52003 イ(ﾛ)に準じて取り扱うこと。 

ハ 普通預（貯）金口座での支払いが停止されている場合、普通預（貯）金口座が開設できない場合等や

むを得ない事情があると認められる場合を除き、現金で支給する取扱いは認めない。また、口座振込み

の方法で育児時短就業給付金を支給することとなる場合は、その者に支給すべき育児時短就業給付金の

全てについてこの方法により支給するものであり、その一部を現金で支給する取扱いは認めない。 

 

60641-60660 ３ 初回支給申請の取扱い 

60641 (1) 支給申請期間  

イ 受給資格確認と初回の支給申請を同時に行う場合の初回の支給申請については、支給申請期間の指定

はしない。被保険者は、育児時短就業を開始し、育児時短就業給付金の支給を受けようとするときは、

雇用される事業主を経由して、その最初の支給対象月の初日から起算して４か月以内に受給資格確認

票・（初回）支給申請書に必要事項を記載の上、賃金証明書等を添付して事業所管轄安定所に提出しな

ければならない。 

ロ 受給資格確認のみが先に行われた場合の初回の支給申請については、育児時短就業給付受給資格確認

通知書（以下「受給資格確認通知書」という。60661 参照。）によって最初の支給対象月の初日から起算

して４か月以内の期間が通知される。被保険者は、雇用される事業主を経由して、この申請期間内に受

給資格確認通知書に添付されている支給申請書（60661 参照。）に必要事項を記載の上、確認書類を添付

して事業所管轄安定所に提出しなければならない。 

ハ 育児時短就業給付金に係る受給資格確認票・（初回）支給申請書及び賃金証明書の保存期間は５年間

とする。 

60642 (2) 添付書類  

育児時短就業給付金の最初の支給申請に当たっては、受給資格確認票・（初回）支給申請書に以下の書

類を添えて提出しなければならない。 

イ 支給対象月における賃金の額及び賃金の支払状況を確認できる書類 

賃金台帳等をいう。 

なお、当該支給対象月に支払われた賃金に育児休業期間を対象とする賃金が含まれる場合も、これを

含めて記載する。 

ロ 支給対象月における短縮後の週所定労働時間を確認できる書類 

出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出書、育児短時間勤務取扱通知書等をい
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う。 

なお、育児時短就業開始前にフレックスタイム制の適用を受けている場合等の支給申請書における週

所定労働時間の記載については、事業所管轄安定所は、以下のとおりとするよう指導することとし、(ｲ)

～(ﾊ)については、上記に掲げる書類のほか労使協定書、労使委員会の決議内容及びこれらを労働基準

監督署に届け出た場合はその届出書等により確認を行う。これにより難い事例が生じた場合は本省に照

会すること。 

(ｲ) フレックスタイム制の適用を受けている被保険者については、時短後の清算期間中の１週間の平均

労働時間とすること。 

具体的には、清算期間 1 か月の被保険者については、支給対象月の総労働時間を 12 分の 52 で除し

たもの（分単位未満を切り捨て）とすること。 

清算期間が１か月を超え３か月以内のフレックスタイム制の適用を受けている被保険者について

は、当該期間の総労働時間を清算期間の月数で除した上で、12 分の 52 で除したもの（分単位未満を

切り捨て）とすること。 

(ﾛ) 変形労働時間制の適用を受けている被保険者については、時短後の対象期間中の１週間の平均労働

時間とすること。 

具体的には、１か月単位の変形労働時間制の適用を受けている被保険者については、支給対象月の

総労働時間を 12 分の 52 で除したもの（分単位未満を切り捨て）とすること。 

１か月を超え１年以内の期間を対象とする変形労働時間制の適用を受けている被保険者について

は、当該期間の総労働時間を対象期間の月数で除した上で、12 分の 52 で除したもの（分単位未満を

切り捨て）とすること。 

(ﾊ) 裁量労働制の適用を受けている被保険者については、時短後のみなし労働時間に５を乗じたものと

すること。 

(ﾆ) シフト制で就労する被保険者については、支給対象月における実際の労働時間（法定労働時間（１

日８時間・１週 40 時間又は 44 時間）を超えないものに限る。）を当該期間の週数（当該期間の暦日

数を７で除した数（小数点第３位を四捨五入））で除したもの（分単位未満を切り捨て）とすること。 

また、所定労働時間の変更等により一の支給対象月において複数の週所定労働時間がある場合は、最

も短い時間数を記載する。 

加えて、最初の支給申請において、短縮後の週所定労働時間を 20 時間未満として申請があった場合、

事業所管轄安定所は、就業規則等により育児時短就業に係る子が小学校就学の始期に達するまでに１週

間の所定労働時間が 20 時間以上となる労働条件に復帰することが前提であることを確認する（20605 参

照。）。 

60643 (3) 支給要件の確認  

事業主より受給資格確認票・（初回）支給申請書の提出を受けた事業所管轄安定所は、当該申請に係る

支給対象月ごとに支給要件の確認を行う。 

具体的には、受給資格確認票・（初回）支給申請書をシステムに入力することにより、以下のとおり確

認することとなる。 

イ 支給対象月の初日から末日までの間、被保険者であることを確認する。 

ロ 受給資格確認票・（初回）支給申請書に記載された支給対象月における週所定労働時間を育児時短就

業を行わない場合の本来の週所定労働時間と比較し、短縮されていることを確認する。 

ハ 介護休業給付又は育児休業給付の支給の対象となる休業を、月の初日から末日まで引き続いて取得し
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ていないことを確認する。 

ニ 受給資格確認票・（初回）支給申請書に記載された支給対象月に支払われた賃金額が支給限度額未満

であることを確認する。 

ホ 支給対象月について、高年齢雇用継続給付が支給されていないことを確認する。 

60644 (4) 支給額の算定  

イ 支給要件を確認し、これを満たしている場合には、支給額を算定する。この支給額は、支給対象月に

支払われた賃金額の 10％に相当する額とする。 

ロ ただし、支給対象月に支払われた賃金額が、育児時短就業開始時賃金月額の 90％を超え、100％未満

の場合は、一定の割合で逓減させた率を支給対象月に支払われた賃金額に乗じて得た額を支給する。 

この場合の支給額の具体的な計算方法は以下のとおりである。 

(ｲ) 賃金率（X） ＝ 支払われた賃金額 ÷ 育児時短就業開始時賃金月額 × 100 

(ﾛ) 支給率（Y） ＝ 9,000 ÷ X － 90 

(ﾊ) 支給額 ＝ 支払われた賃金額 × Y ÷ 100 

ハ また、イ又はロにより算定した支給額に当該支給対象月に支払われた賃金額を加えた額が、支給限度

額（60508 参照。）を超えるときは、支給限度額から当該支給対象月に支払われた賃金額を減じて得た額

を支給額とする。 

ニ また、イ～ハにより算定した支給額が支給対象月の初日に適用される賃金日額の下限額の 8 割に相当

する額を超えないときは不支給とする。 

賃金日額の下限額の自動変更による改定日は毎年８月１日であるので、８月以後の支給対象月より当

該変更後の賃金日額の下限額を基準として支給額を算定することとなる。 

ホ 支給額の計算について、端数が生じた場合の具体的な処理方法は、賃金率及び支給率については小数

点以下第３位を四捨五入、小数点以下第２位まで算定し、支給額については小数点以下を切り捨てて整

数とする。 

60645 (5) 支給対象月に支払われた賃金額  

支給対象月に支払われた賃金とは、当該支給対象月に支払われた賃金のみをいい、当該支給対象月を対

象とした賃金であっても、他の月に支払われた賃金は、当該支給対象月の賃金として算定しない。この場

合における賃金の範囲は、賃金証明書に記載する賃金の範囲と同様である。 

ただし、未払賃金がある場合は、当該未払額を含めて算定する。この未払額とは、支払義務の確定した

賃金が所定の支払日を過ぎても、なお、支払われないものをいう（50609 参照。）。 

また、労働協約等の改定に伴い賃金が遡って引き上げられ、過去の支給対象月に係る差額分が支払われ

た場合、これら差額分を遡って過去の支給対象月に再配分せず、当該支給された月に支払った賃金として

取り扱う（したがって、当該差額支給があった月が支給対象月である場合には、当該差額はその支給対象

月に支払われた賃金として取り扱う）。 

なお、賃金算定の事由が各月ごとに発生し、本来各月ごとに支払われるべきところ、単に支払事務の便

宜等のため数か月分一括して支払われる通勤手当等については、当該賃金が支払われた以後の各支給対象

月に、当該賃金額をその基礎となる月数で除した額が支払われたものと取り扱う。 

60646 (6) 賃金の支払日が変更となった場合等の取扱い  

支給対象月において、賃金締切日が変更されたこと等により、賃金の支払日が変更され、この変更によ

り賃金の支払がなかった月がある場合は、当該変更のあった月の翌月に支払われた賃金を当該賃金支払の

なかった月に支払われたものとして取り扱う。 
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この場合に、当該変更のあった月の翌月に支払われた賃金は、再度当該変更のあった月の翌月の支給対

象月に支払われた賃金として取り扱うこととする。 

なお、賃金の支払の遅延があった場合、あるいは、年始が賃金の支払日にあるために繰り上げて支給さ

れた場合のように、当該賃金支払日のなかった月に本来支払われることとなっていた賃金額が、その前後

の月で支払われたことが明確な場合は、当該賃金額を当該賃金の支払日のなかった月に支給されたものと

して取り扱う。 

また、週給払い等により支給対象月に賃金の支払日が２日以上ある場合は、当該月に支払のあった賃金

の額の総額を、当該支給対象月に支払われた賃金として取り扱う。 

 

60661-60680 ４ 支給決定等に係る手続 

60661 (1) 受給資格の確認のみが行われた場合の通知  

イ 受給資格の確認を行ったときは、受給資格確認票・（初回）支給申請書の入力により、受給資格確認

通知書を作成する。 

また、受給資格を否認したときは、受給資格確認票・（初回）支給申請書の入力により、育児時短就業

給付受給資格否認通知書（以下「受給資格否認通知書」という。）を作成する。 

ロ 受給資格確認通知書又は受給資格否認通知書の具体的な記載事項等は以下のとおりである。 

(ｲ) 受給資格確認通知書については、支給期間、本来の週所定労働時間等が印字された上出力される。

この受給資格確認通知書は、切取線により育児時短就業給付金支給申請書（以下「支給申請書」とい

う。）が添付されているが、この部分は切り取らずに、事業主を経由して被保険者に交付する。この

場合、初回の支給申請手続は、受給資格確認票・（初回）支給申請書により行わず、交付された支給申

請書により行うこととなるので、その旨被保険者及び事業主を指導する。 

(ﾛ) 受給資格否認通知書については、その理由が印字されるので、この通知書より支給申請書部分を切

り取った上で、事業主を経由して被保険者に交付する。 

また、これと同時に、事業主の提出した賃金証明書のうち事業主控にも否認した旨を明記した上で

当該事業主に返付することとする。 

60662 (2) 初回支給申請が同時になされた場合の通知  

イ 受給資格の確認と初回支給申請が同時に行われた場合であって、受給資格の確認を行った上で、支給

決定を行い支給額を算定したときは、受給資格の確認と併せて支給決定したこと及び支給額について記

載した育児時短就業給付金支給決定通知書（以下「支給（不支給）決定通知書」という。）を作成する。

受給資格の確認を行った上で、不支給決定を行ったときは、受給資格の決定と併せて不支給決定したこ

とについて記載した支給（不支給）決定通知書を作成する。 

また、受給資格を否認したために、同時に行われた初回支給申請について不支給決定を行った場合は、

受給資格否認通知書を作成する。 

ロ 受給資格の確認を行い、同時に行われた初回支給申請について支給又は不支給の決定を行った場合は、

次回の支給申請期間及び申請日等の指定を行い、併せてこの支給（不支給）決定通知書に印字する（次

回の支給申請期間及び申請日等の指定についての詳細な取扱いについては、60542 を参照のこと。）。 

この支給（不支給）決定通知書には、切取線により次回の支給申請書が添付されているが、この部分

を含めて事業主を経由して被保険者に交付する。 

また、この次回の支給申請期間及び申請日等については、育児時短就業給付次回支給申請日指定通知

書（以下「次回申請日通知書」という。）により、当該事業主に対しても通知する。 
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60663 (3) 次回支給対象月及び申請期間等の指定  

第２回目以降の支給申請については、前回の支給決定時に事業所管轄安定所長から指定された次回支給

対象月について、支給申請期間に行う。 

事業所管轄安定所は、支給申請がなされたときは、支給決定手続を行うとともに、次回の次回支給対象

月及び支給申請期間の指定を行わなければならない。被保険者について次回支給対象月及び支給申請期間

を指定したときは、事業主及び被保険者にその旨を通知する。 

また、支給対象月において支給要件を満たさなかったために支給申請を行っていない被保険者について

は、その後の支給申請の対象となる月の初日から起算して４か月以内に支給申請を行うよう事業主及び被

保険者を指導する。 

次回支給対象月及び支給申請期間等を指定したときは、その指定した次回支給対象月及び支給申請期間

等を、支給（不支給）決定通知書に印字する。 

60664 (4) 口座振込による育児時短就業給付金の支給  

被保険者に対する育児時短就業給付金の支給は、その者の普通預（貯）金口座への振込みの方法によっ

て行う。 

口座振込みによる育児時短就業給付金の支給に係るその他の具体的な事務手続については、求職者給付

及び就職促進給付の場合と同様である（52001～52050 参照。）。 
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60701-60800 第３ 育児時短就業給付金の第２回目以降の支給申請手続 

60701-60720 １ 第２回目以降の支給申請手続 

60701 (1) 支給申請期間  

イ 第２回目以後の支給申請について、被保険者は、支給対象月について育児時短就業給付金の支給を受

けようとするときは、事業主を経由して、当該支給対象月について前回の支給申請時に予め指定された

支給申請期間に、支給申請書を事業所管轄安定所に提出することとする。 

第２回目以後の支給申請に係る支給申請書は、前回の支給（不支給）決定通知書に添付されている。 

ロ 当該支給対象月における週所定労働時間が育児時短就業を行わない場合の本来の週所定労働時間と

比べ短縮されている場合に、その月についてのみ申請することとする。 

育児時短就業開始後、本来の週所定労働時間に復帰し、その後、再び、同一の子について育児時短就

業を開始した場合、育児時短就業をした期間のない月は支給対象とならないため、支給申請書を提出す

る必要はない。同一の子について２回目以降の育児時短就業をした場合の手続きは 60822 を参照。 

ハ 次回支給対象月及び支給申請期間等の指定を受けていた者であって、当該支給対象月に支給要件に該

当しなかったため等の理由により、支給申請を行わなかったものが、その後に別の月について支給申請

を行う場合は、支給申請の対象となる月の初日から起算して４か月以内に申請を行うよう事業主及び被

保険者を指導する。 

なお、この場合の支給申請書は、当初の次回支給対象月及び支給申請期間の指定を受けた時に出力さ

れていたものを使用することとするが、その際には、被保険者に対し、支給対象月を変更の上、所要の

記入を行うよう指導する。 

ニ 事業所管轄安定所における支給申請書の保存期間は３年間とする。 

60702 (2) 添付書類  

育児時短就業給付金の支給申請に当たっては、支給申請書に以下の書類を添えて提出しなければならな

い。 

イ 支給対象月における賃金の額及び賃金の支払状況を確認できる書類 

賃金台帳等をいう。 

ロ 支給対象月における短縮後の週所定労働時間を確認できる書類 

出勤簿、タイムカード、労働条件通知書、育児短時間勤務申出書、育児短時間勤務取扱通知書等をい

う。なお、シフト制で就労する被保険者を除き、従前の支給対象月から週所定労働時間の変更が無い場

合は、この書類の添付は不要とする。 

また、この育児時短就業給付金の支給申請に当たっては、過去の被保険者を雇用する事業所に係る資格

取得届及び離職証明書等の提出において、その記載内容の信頼性が高いと認められる事業主等については、

上記イについて関係書類との照合を省略して差し支えない。この照合省略に係る取扱いは、21206 及び

21502 に準じて取り扱うこととする。 

60703 (3) 支給要件の確認  

初回支給申請が行われた場合と同様に支給対象月ごとに支給要件の確認を行う（60643 参照。）。 

60704 (4) 支給額の算定  

初回支給申請が行われた場合と同様に支給対象月ごとに支給額の算定を行う（60644 参照。）。 

60705 (5) 支給決定等に係る手続  

初回支給申請について支給決定を行った場合と同様に取り扱う（60662 参照。）。 
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60706 (6) 本来の週所定労働時間に変更があった場合の取扱い  

労働協約の締結や就業規則の変更等により被保険者に適用される所定労働時間が一律に短縮されたこ

となどによって、本来の週所定労働時間が変更された場合は、支給申請に併せて本来の週所定労働時間（変

更があった場合）に記載し、60622 ロ(ﾊ)に掲げる資料を添付するよう指導する。 
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60801-60960 第４ 他の子に係る育児時短就業又は同一の子に係る２回目以降の育児時短就業をした場

合の給付金の支給等 

60801-60820 １ 他の子に係る育児時短就業給付金の支給 

60801 (1) 他の子に係る育児時短就業給付金の受給資格確認  

イ 育児時短就業給付金の支給を受けた者が、本来の所定労働時間に復帰することなく他の子についての

初回育児時短就業を行う場合についても、育児休業給付及び育児時短就業給付金の受給中は被保険者資

格が継続していることから当該期間も含めて、当該他の子に係る初回育児時短就業の開始日において

60501 の受給資格を満たせば、育児時短就業給付金の対象となるため、当該他の子について受給資格確

認及び支給申請手続を行う。 

ロ この場合、前の子に係る育児時短就業中におけるみなし被保険者期間のみでは受給資格を満たさない

場合であっても、60623 ハの受給要件の緩和を行うことにより育児時短就業給付金の受給資格を満たす

こともあり得るので留意すること。 

60802 (2) 他の子に係る育児時短就業開始時賃金日額  

イ 育児時短就業給付金の支給を受けた者が、本来の所定労働時間に復帰することなく他の子について育

児時短就業を行う場合の育児時短就業開始時賃金日額は、原則として、当該他の子に係る初回育児時短

就業を開始した日から遡って直近の完全な賃金月（50601 参照。）６か月の間に支払われた賃金の総額

を、初回育児時短就業を開始した日前の２年間に完全な賃金月が６か月に満たない場合においては、初

回育児時短就業を開始した日から遡って直近の賃金の支払の基礎となった時間数が 80 時間以上である

賃金月６か月の間に支払われた賃金の総額を、180 で除して得た額をいう。 

  ただし、当該育児時短就業期間を通常の勤務をすることができなかった日がある場合は、50611 ロ(ﾛ)

により、算定した額を育児時短就業開始時賃金日額とすることができる。 

ロ また、育児時短就業給付金の支給を受けた者が、本来の所定労働時間に復帰することなく他の子につ

いて育児休業を行い育児休業給付の支給を受けていた場合であって、当該育児休業給付に係る育児休業

終了後に引き続き同一の子について初回育児時短就業を行うときは、当該育児休業給付に係る休業開始

時賃金日額を育児時短就業開始時賃金日額として取り扱う。 

 

60821-60840 ２ 同一の子に係る２回目以降の育児時短就業給付金の支給 

60821 (1) 同一の子に係る２回目以降の育児時短就業  

イ 育児時短就業給付金の対象となる育児時短就業については、育児休業と異なり取得回数や取得理由の

制限は設けられていないため、育児時短就業を行い育児時短就業給付金を受給した被保険者が、当該育

児時短就業終了後、同一の子について２回目以降の育児時短就業を行う場合も、当該育児時短就業につ

いて支給要件に該当する限り育児時短就業給付金の対象となる。 

ロ 同一の子について２回目以降の育児時短就業を行う場合の育児時短就業給付金について、事業所管轄

安定所は、改めて受給資格の確認を行う必要はない。また、育児時短就業開始時賃金日額は、同一の子

について初回育児時短就業開始時に算定した賃金日額を用いる。 

60822 (2) 支給申請手続  

イ 同一の子に係る再度の育児時短就業については、改めて受給資格の確認を行う必要はないので、新た

に支給を受けようとする支給対象月の初日から起算して４か月以内に、支給申請書に必要な書類を添え

て事業所管轄安定所に提出しなければならない。 

ロ また、育児時短就業給付金を受給していた被保険者が、他の子に係る育児時短就業給付金を受給した
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後に、再度前の子に係る育児時短就業を行い育児時短就業給付金の支給を受けようとする場合は、事業

所管轄安定所は、前の子に係る支給決定通知書に添付されていた支給申請書を用いるよう指導する。 

 

60841-60860 ３ 被保険者資格喪失後の育児時短就業に係る育児時短就業給付金の支給 

60841 (1) １日の空白もなく被保険者資格を取得した場合  

イ 被保険者資格を喪失した後、１日の空白もなく再就職等により他の事業主に雇用され被保険者資格を

取得した場合であって、引き続き育児時短就業を行うときは、当該被保険者資格を喪失した日の属する

月に被保険者として継続して雇用されているので、当該被保険者資格を喪失した日の属する月も支給対

象月となり得る。 

ロ この場合、当該被保険者資格を喪失した日の属する月に係る支給申請は、被保険者資格取得後の事業

主が当該事業主の事業所管轄安定所に対して行うものとする。 

被保険者資格を喪失した日の属する月に被保険者資格喪失前の事業所に係る賃金支払いがある場合

は、被保険者資格を喪失した日の属する月以降の支給申請書には、被保険者資格喪失前の事業所に係る

賃金も含めて記載する。このとき、事業所管轄安定所は、当該賃金額の確認のために、当該支給申請書

中の備考欄に被保険者資格喪失前の事業所に係る賃金額を記載するよう被保険者資格取得後の事業所

を指導する。 

なお、支給申請書において喪失前の賃金額の確認が行えない場合は、当該喪失前の事業所の事業主が

作成した賃金額を証明する任意の証明書又は当該被保険者の給与明細票等により確認する。 

ハ また、当該被保険者資格の喪失した日の属する月の前月までの支給申請については、被保険者資格取

得前の事業主が行う。 

ニ 支給対象月の途中で１日の空白もなく再就職等により他の事業主に雇用され被保険者資格を取得し

たことにより、一の支給対象月において複数の週所定労働時間がある場合は、当該支給対象月における

週所定労働時間には最も短い時間数を記載するよう指導する。 

ホ 再就職等により本来の週所定労働時間が変更される場合は、支給申請に併せて本来の週所定労働時間

（変更があった場合）に記載し、60622 ロ(ﾊ)に掲げる資料を添付するよう指導する。 

60842 (2) １日以上被保険者資格の空白がある場合  

イ 育児時短就業給付金は、被保険者として継続して雇用されている暦月について支給対象とするので、

育児時短就業給付金の受給資格者が離職により被保険者資格を喪失し、１日以上被保険者として雇用さ

れない日が生じた場合は、当該支給対象月については育児時短就業給付金の支給はできない。 

ロ 育児時短就業給付金の支給申請については、60542 のとおり、初回の支給申請を除き、原則として、

公共職業安定所長が指定した支給申請期間に行うこととなっているが、このように育児時短就業給付金

の受給資格者が途中で被保険者資格を喪失した場合に限っては、当該支給申請期間でなくとも、被保険

者資格を喪失した日以降から、支給申請期間の末日までの間にこれを行うことができる。 

なお、この支給申請については、資格喪失届（及び離職証明書）の提出に併せて行うことが望ましい

ので、その旨事業主を指導する。 

ハ 育児時短就業給付金の受給資格者が、被保険者資格喪失後、基本手当又は高年齢求職者給付金の受給

資格決定を行わずに被保険者資格を取得し、育児時短就業を行う場合は、新たに取得した被保険者資格

についても引き続き育児時短就業給付金の受給資格者となり得る。 

この場合、育児時短就業給付金の受給資格者が、被保険者資格を喪失した後の１回目の再取得につい

てのみならず、２回目以降の再取得についても、上記の要件に該当すれば引き続きその受給資格者とな
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り得る。 

 

60861-60880 ４ 出向後の育児時短就業に係る育児時短就業給付金の支給 

60861 (1)  育児時短就業給付金の受給資格者が出向した場合の取扱い  

イ 育児時短就業給付金の受給資格者が出向した場合であって、当該被保険者資格の喪失後１日の空白も

なく被保険者資格を取得したときは、雇用関係が継続しているものとみなされるので、当該喪失が離職

によるものか否かにかかわらず、当該出向のあった月も支給対象となり得る。 

この場合の当該出向のあった月に係る支給申請は、出向後の事業所管轄安定所に対して行う。 

また、出向元事業主及び出向先事業主が行う支給申請手続については、60841 の育児時短就業給付金

の受給資格者が離職により被保険者資格を喪失した場合であって、1 日の空白もなく再就職等により被

保険者資格を取得したときの取扱いと同様である。 

ロ 出向が行われた場合においては、被保険者資格は主たる賃金の支払いがある方となるが、出向中に出

向元事業主と出向先事業主の双方で賃金支払いのある場合には、被保険者資格を有することとなった事

業主の雇用関係に基づく賃金額のみならず、もう一方の雇用関係に基づく賃金の支払額も合わせた額を、

支給申請書中の「支払われた賃金額」の欄に記入することとする。 

また、出向元事業主と出向先事業主の双方で就労を行う場合には、被保険者資格を有することとなっ

た事業主の雇用関係に基づく短縮後の週所定労働時間のみならず、もう一方の雇用関係に基づく短縮後

の週所定労働時間も合わせた時間を、支給申請書中の「週所定労働時間」の欄に記入することとする。 

なお、この場合の被保険者資格を有していない雇用関係に基づく賃金及び週所定労働時間は、育児時

短就業給付金の支給の基礎となる被保険者資格の場合と同様、暦月を基準として把握する。 

この申請の結果、各支給対象月に支払われた賃金額の合計や週所定労働時間の合計が支給要件を満た

さない場合については、育児時短就業給付金の支給は行わない。 
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60961-60980 第５ 未支給育児時短就業給付金の支給 

60961-60980 １ 未支給育児時短就業給付金の支給 

60961 (1) 未支給育児時短就業給付金の支給対象者  

イ 未支給育児時短就業給付金（以下「未支給給付金」という。）の支給対象者は、死亡した育児時短就業

給付金の支給を受けることできる者（以下「死亡者」という。）の配偶者（婚姻の届出をしていないが、

事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）、子（養子を含む）、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹

（以下「遺族」という。）であって、死亡者の死亡の当時その者と生計を同じくしていたものである。 

ロ 未支給給付金の支給対象者については、次の点に留意する。 

(ｲ) 死亡とは、官公署又は医師によって死亡の証明がなされ得るものであって、死亡が確認されていな

い行方不明は含まれない。ただし、民法第 30 条の規定により失踪宣告を受けた場合は死亡として取

り扱う。 

(ﾛ) 未支給給付金の支給を受けるべき者の順位は、上記で述べた順序である。また、支給を受けるべき

同順位者が２人以上あるときは、その１人のした請求は全員のためその全額につきしたものとみなさ

れ、その１人に対してした支給は全員に対してしたものとみなされる。したがって、１人の者から請

求があれば、請求権の時効の中断の効果は他の親族にも及ぶこととなり、また、同順位者が２人以上

あっても請求人の１人に全額を支給すればよいこととなる。 

(ﾊ) ｢生計を同じくしていた」とは、生計の全部又は一部を共同計算することによって日常生活を営む

グループの構成員であったということである。したがって、生計を維持されたことを要せず、また、

必ずしも同居していたことを要しない。生計を維持させていた場合には生計を同じくしていたものと

推定して差し支えない。 

60962 (2) 未支給育児時短就業給付金の対象となる期間  

イ 未支給給付金とは、死亡者が死亡のため支給申請を行うことができなかった期間に係る育児時短就業

給付金を未支給給付金の支給を受けようとする遺族（以下「未支給給付請求者」という。）に支給する

ものであり、具体的には当該受給資格者の死亡直前の支給申請の対象となった最後の支給対象月の翌月

以後死亡するまでの間の支給対象月についてである。 

なお、未支給給付金は、死亡した日が暦月の途中である場合、当該死亡した日の属する月については

支給することができない。 

60963 (3) 未支給育児時短就業給付金の請求  

イ 遺族は、死亡者を雇用していた事業主の管轄安定所に未支給失業等給付請求書を提出しなければなら

ない。また、未支給給付請求者は、未支給失業等給付請求書を提出するときに死亡者が支給を受けるこ

ととした場合に行うべき届出又は書類の提出を行い、未支給給付金を受けようとする期間に死亡者が支

給要件を満たしていたか否かについての確認を受けなければならない。 

ロ 未支給失業等給付請求書の提出及び死亡者が支給を受けることとした場合に行うべき届出又は書類

の提出は、未支給給付請求者の代理人がその資格を証明することができる書類を提出した上で行うこと

ができる。 

ハ また、死亡者が支給を受けることとした場合に行うべき届出又は書類の提出は、当該死亡者を雇用し

ていた事業主から支給申請書の記載内容の証明を得た上で、育児時短就業給付金と同様に当該事業主を

経由して当該事業主の管轄安定所に提出する。 

したがって、未支給給付請求者は、未支給失業等給付請求書の提出について死亡者を雇用していた事

業主を代理人とした上で、死亡者が支給を受けることとした場合に行うべき届出又は書類の提出に併せ
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て、死亡者を雇用していた事業主を経由して当該事業主の管轄安定所に提出することとなる。 

ただし、この取扱いは、未支給給付請求者が、未支給失業等給付請求書の提出及び死亡者が支給を受

けることとした場合に行うべき届出又は書類の提出を行うことを妨げるものではなく、未支給給付請求

者が自ら申請手続を行うことを希望する場合は、事業主を経由せず未支給給付請求者がこれを行うこと

も認めるものとする。 

ニ 民法第 30 条の規定により失踪宣告を受けた場合は、死亡として取り扱うこととなっているが、失踪

宣告を受けた者に係る取扱いについては以下のとおり。 

(ｲ) 民法第 30 条第１項の規定に基づき失踪宣告を受けた者については、失踪期間（７年間）の満了の

後に失踪期間（７年間）満了時に死亡したものとみなされ、時効によって既に育児時短就業給付金の

支給を受けることができる者に当たらないため、遺族から未支給給付金の支給の請求があっても支給

できない。 

(ﾛ) 民法第 30 条第２項の規定に基づき、失踪宣告を受けた者については、失踪期間（１年間）の満了

の後に「その危機が去った時」に死亡したとみなされ、育児時短就業給付金の支給を受けることがで

きる者に当たる場合があるため、(ｲ)の者とは取扱いが異なり、支給申請を行い得るものである。 

ホ 支給要件の確認等の支給決定は死亡者を雇用していた事業主の管轄安定所長が行う。 

なお、管轄安定所長は遺族の申出により遺族の住居又は居所を勘案し、必要と認めるときは、未支給

給付金の支給に関する事務を他の公共職業安定所長に委嘱することができる。 

60964 (4) 未支給育児時短就業給付金の支給手続  

イ 未支給給付請求者は、死亡者が死亡した日の翌日から起算して６か月以内に、未支給失業等給付請求

書に以下の書類を添付して、死亡者を雇用していた事業主の管轄安定所に提出する。 

(ｲ) 死亡者の死亡の事実及び死亡の年月日を証明することができる書類 

例えば、死亡診断書、死体検案書又は検視調書の写し、住民票の写し等官公署又は医師の証明書で

ある。 

(ﾛ) 未支給給付請求者と死亡者との続柄を証明することができる書類 

例えば、住民票の写し、戸籍謄（抄）本、戸籍記載事項証明書又は住民票記載事項証明書である。 

なお、未支給給付請求者が死亡者と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあっ

た者であるときは、その事実を証明することができる書類を提出しなければならない。例えば、住民

票の写し等である。 

(ﾊ) 未支給給付請求者が死亡者と生計を同じくしていたことを証明することができる書類 

例えば、住民票の写し等である。 

なお、別居していた者にあっては送金を受けていたことを証明する現金書留の封書等である。 

ロ 未支給給付請求者は、支給失業等給付請求書の提出に併せて、死亡者が支給を受けることとした場合

に行うべき届出として、受給資格確認票・（初回）支給申請書又は支給申請書に確認書類（60642、60702

参照）を添付して、死亡者を雇用していた事業主の管轄安定所に提出する。 

ただし、既に死亡者が提出しているときはこの限りでない。なお、提出させる申請書の氏名欄には死

亡者の氏名を記載させる。 

ハ 未支給失業等給付請求書の個人番号の取扱い 

未支給給付請求者から支給失業等給付請求書が提出された場合、死亡者を雇用していた事業主の管轄

安定所は、50005(5)ロ(ｲ)、(ﾛ)に準じて個人番号の確認及び身元（実在）確認を行う。 

未支給給付請求者から死亡者を雇用していた事業主を代理人として未支給失業等給付請求書が提出
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された場合、死亡者を雇用していた事業主の管轄安定所は、未支給給付請求者の住所、氏名、連絡先電

話番号代理人である事業主の住所、名称がある委任状により代理権の確認を行う。また、代理人である

事業主の身元（実在）確認は、事業所が雇用保険の適用事業所となるための手続を行う際に、印鑑登録

証明書その他の官公署から発行又は発給をされた書類その他これに類する書類であって、当該法人の商

号又は名称及び本店又は主たる事務所の所在地の記載があるもの（提示時において有効なもの又は発行

若しくは発給をされた日から６か月以内のものに限る。以下「印鑑登録証明書等」という。）により実

在する事業所であることを確認済みであるため、印鑑登録証明書等の提出は省略し、申請書を持参した

者の社員証等で確認することとして差し支えない。 

未支給給付請求者から死亡者を雇用していた事業主以外の者を代理人として未支給失業等給付請求

書が提出された場合、死亡者を雇用していた事業主の管轄安定所は、上記の 50005(5)ロ(ｲ)の確認に加

えて、委任状により代理人の代理権を確認する他、50005(5)ロ(ﾛ)の書類によって代理人の身元（実在）

を確認する。 

ニ 未支給給付金の支給 

(ｲ) 未支給給付金は支給決定をした日の翌日から起算して 7 日以内に支給する。また、代理人に対する

支払及び隔地払も認められる。代理人に対して支払うときは、代理権を有することについての委任状

を提出させる。 

(ﾛ) 未支給給付請求者が、支給失業等給付請求書を提出した後にその支給を受けないうちに死亡した場

合は、その者の相続人はその支給を請求することができる。 

なお、遺族が請求しないで死亡した場合は、その遺族の相続人は未支給給付金の請求権者とはなれ

ない。この場合、他の同順位者がいないときは、次順位者が請求できる。 

(ﾊ) 上位の順位者がおり、その者が請求権を放棄しないにもかかわらず下位の順位者に未支給給付金を

支給した後において、上位の順位者から請求があった場合は、その者に未支給給付金を支給しなけれ

ばならない。この場合、下位の順位者に既に支給した未支給給付金については返還を求めなければな

らない。 

60965 (5) 未支給育児時短就業給付金の支給に係る事務処理  

遺族から未支給給付金に係る未支給失業等給付請求書の提出を受けた場合は、当該請求書に基づいて請

求のあった育児時短就業給付金につき支給要件に該当するものであるか否か、未支給給付請求者が正当な

請求者であるか否か及び未支給給付請求者の上位の順位者がいないこと又は上位の順位者が請求県を放

棄していることを確認し、支給又は不支給を決定する。 

 

  



41 

（R8.1） 

 



42 

（R8.1） 

60981-61000 第６ 経過措置 

60981-61000 １ 令和７年４月１日施行に伴う経過措置 

60981 (1) 令和７年４月 1 日施行に伴う経過措置  

子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第 47 号）により、令和７年４月１日（以

下「施行日」という。）から育児時短就業給付金が創設されることとなる。雇用保険法施行規則等の一部

を改正する省令（令和６年 10 月 28 日厚生労働省令第 144 号）附則第２条第２項において育児時短就業給

付金に関する経過措置が定められており、施行日前後における当該経過措置は以下のとおりである。 

イ 概要 

(ｲ) 改正後の雇用保険法第 61 条の 12 の規定は、施行日以後に育児時短就業を開始する者について適用

することとされている。 

この運用に当たっては施行日前から引き続き育児時短就業をしている被保険者については、施行日

から初回育児時短就業が開始されたものとして取り扱い、令和７年４月以降の支給対象月について要

件を満たす場合に育児時短就業給付金を支給することとする。 

(ﾛ) この場合のみなし被保険者期間及び育児時短就業開始時賃金日額については、施行日を、初回育児

時短就業を開始した日として確認・算定するものであるが、育児休業給付に係る育児休業終了後に引

き続き同一の子について初回育児時短就業を行う場合に該当するとき（60504 参照。）は、みなし被保

険者期間の要件を満たすものと取り扱うとともに、育児時短就業開始時賃金日額の算定を要さず、育

児休業開始時賃金日額を育児時短就業開始時賃金日額として取り扱う。 

また、本来の週所定労働時間については、60622 ロ(ﾊ)のとおり取り扱う。 

 

ロ 経過措置に係るケース整理 

 

（例示１）法施行日前に育児時短就業を開始していた場合 

 

 

  

通常勤務

時短開始日
法施行日

（R7.4.1）

育児 時短就業

法施行日（育児時短就業開始日）から遡って、

みなし被保険者期間・賃金日額を確認・算定
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（例示２－１）法施行日前に育児休業に引き続く育児時短就業を開始していた場合① 

（育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き同一の子について 

初回育児時短就業を行う場合に該当しないケース） 

 

 

 

（例示２－２）法施行日前に育児休業に引き続く育児時短就業を開始していた場合② 

（育児休業給付に係る育児休業終了後に引き続き同一の子について 

初回育児時短就業を行う場合に該当するケース） 

 

 

 

（例示３）法施行日前にパートタイム労働者等に転職していた場合 

 

 

育児休業通常勤務

復職・時短開始日

（R7.3.17以前）

法施行日

（R7.4.1）

育児 時短就業

法施行日（育児時短就業開始日）から遡って、

みなし被保険者期間・賃金日額を確認・算定

育児休業通常勤務

復職・時短開始日

（R7.3.18以降）

法施行日

（R7.4.1）

育児 時短就業

みなし被保険者期間の確認は要さず、育児休業給付

に係る休業開始時賃金日額を賃金日額とする。

通常勤務

資格取得日
法施行日

（R7.4.1）

育児 時短就業

法施行日（育児時短就業開始日）から遡って、

みなし被保険者期間・賃金日額を確認・算定

資格喪失日


